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東日本大震災で被災した岩手，宮城，福島の3県における小児保健・医療の現状と復興

原発事故と避難の小児のこころに与えた影響

増子博文（福島県立医科大学医学部神経精＊申医学講座）

要 旨

　東日本大震災後の福島県の子どもの精神医学的現状

と課題についての一知見を述べる。震災後の時間経過

にそって検討すると，震災後早期には，震災前から発

達・養育上の脆弱性を有した母児に精神医学的問題が

顕在化した印象があった。しかし震災後3年を経過し

た時点（2014年3月）では，震災前に発達・養育が順

調で生活への満足度が高かった母児にも精神症状・行

動症状が認められるように変化していた。殊に，故郷

への帰還の見通しが持てない家庭において養育者の喪

失感が強いのが特徴であった。養育者のうつや不安が

児の精神状態に決定的影響を与えることは議論の余地

がなく，養育者への支援は必須である。

1．はじめに

　本稿では，福島県・県民健康調査　「こころの健康度・

生活習慣に関する調査」について述べる。また，チェ

ルノブイリ事故後の発達障害に対する影響について文

献的に展望した。さらに福島医大神経精神医学講座に

おける震災後の対応を紹介した。以上を通して，震災

後の子どものメンタルヘルスを保持するための対策を

模索する（県民健康調査については福島県立医科大学

倫理委員会の承認を得た）。

1．福島県・県民健康調査「こころの健康度・生活習

　　慣に関する調査」

　東日本大震災後の福島県・県民健康調査「こころ

の健康度・生活習慣に関する調査」について簡単に

紹介する16）。原発事故による避難の対象となった全

住民（2，101，891名）を対象とした調査である。調査

対象の子どもは29，585名であった。調査ッールとして

「子どもの強さと困難iさアンケート」（Strengths　and

Difficulties　Questionnaire：SDQ；Robert　Goodman，

2006）を用いた。SDQの結果を見ると，支援を要す

るカットオフ値とされる16点以上の割合は，2011年度

調査では4～6歳児で24．4％（3，427名中836名），小学

生で22．0％（7，450名中1，637名），中学生で16．2％（3β32

名中539名）であった。2012年度調査ではそれぞれの

年齢層において，16．6％（1，898名中316名），15．8％（3，967

名中627名），12．8％（1，785名中228名）に減少している。

しかし，なお一般人口におけるSDQの16点以上の割

合である9．5％を上回っている9）。

皿．チェルノブイリ事故後の子どもの精神医学的問題

　　の文献的展望7）

　チェルノブイリ事故関連の子どもの精神医学的問題

について，特にPTSDと発達障害に関して文献的に

考察した（表）。Bromet2）は，チェルノブイリ事故20

年後において精神医学的問題が公衆衛生学的課題の中

で最も主要な問題であると述べたうえで，チェルノブ

イリ事故25年後の後方視的検討を行い，高度被曝作業

員におけるうつとPTSDの20年にわたる持続がチェ

ルノブイリ事故後の最も顕著な精神医学的所見であ

り，小児のうつとPTSDへの影響はinconsistentであ

ると報告している。

　チェルノブイリ事故の発達障害への影響に関する報

告を見ると，知的障害に関しては，Taormial1）は226
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表　チェルノブイリ事故関連のPTSD／発達障害研究

　の展望

・ PTSD　（23報）；

一高度被曝作業員のうつ／PTSDの持続小児への影響は
　inconsisitent（Bromet　2　i，2011）

・ 知的障害（intelligence）（11報）；

一影響なし（n＝226；Taormiaui，2008）

一
影響あり（n＝94，asubtle　effect；Heiervang‘：ト，2010）

・広汎性発達障害（PDD，　Asperger，　autism）（報告なし）

・ADHD（2報）；

一
影響なし（n＝1，629；Bar　Joseph　u，2004）

一
影響あり　（n＝232；2．01－fold　risk，95％CI：1．14－3．52；

　Huizink　s　・’，2007）

例を対象として影響なしとしているが，Heiervang4）

は94例を対象として軽度の影響（asubtle　effect）あ

りとしており，一致していない。ADHD（注意欠

如多動性障害）についても報告間に不一致があり，

Bar　JosephDは1，629例を対象として影響がないとし

ているが，Huizink5）は232例を対象として一定の影響

（2．01－fold　risk；95％CI　1．14－3，52）を認めている。以

上のごとく，チェルノブイリ事故の発達障害に対する

影響には，一定の見解が得られていないのが現状であ

る。

IV．福島医大神経精神医学講座における震災後の対応

　　の紹介8）

　和田12，13）は大震災および福島第一原発事故後の福島

県における精神科新入院の状況を報告した。震災後

のうつ状態の増加は想定されていたが，躁状態の増

加に注意すべきであることが明らかになった。重村1°）

は，震災後のPTSDに対する薬物療法について報告し，

SSRIの有効性を確認した。

　矢部14）は，大震災および福島第一原発事故後のメン

タルケアに関して，子どものメンタルケアの重要性を

強調した。増子3，6．7｝は，困難な状況の長期化が養育者

を疲弊させており，それが子どものメンタルヘルスに

悪影響を与えていることを紹介した。

V、今後の対策の模索

　特に避難生活の長期化による養育者の疲弊が問題と

なっている。また，養育者は放射能の児への影響を児

の一生というスパンで配慮している。この要望に応え

るためには，長期的な身体的・精神的健康調査が必須

である。
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